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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
（１）業務の適正を確保するための体制

①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ 経営理念、企業行動憲章、コンプライアンス規程等のコンプライアンス体制に係る規程を、取締役及び使
用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。

ｂ コンプライアンス体制の運用と徹底を図るため、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスの
取り組みを横断的に統括する。また、コンプライアンス委員会が中心となって取締役及び使用人に対しコ
ンプライアンス教育・啓発を行う。

ｃ 法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、コンプライアンス委員
会または会社の指定する弁護士を情報受領者とする内部通報システムを整備し、内部通報規程に基づきそ
の運用を行う。

ｄ 監査役、及び内部監査部門として業務執行部門から独立した監査室は、連携して各部門の業務プロセス等
を監査し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努める。また、監査役及び監査室は、コンプライアンス
委員会と連携の上、コンプライアンスの状況を監査する。

ｅ 反社会的勢力に対しては、企業行動憲章に基づき、毅然とした態度で対処し、一切の関係を遮断する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録し、文書管理規程その他関係規程に従い、適
切に保存及び管理する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理体制の基礎として経営危機管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。万一不
測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、会社の指定する弁護士等社外専門家の
助言を得ながら迅速な対応を行い、損害の拡大防止と、損害を最小限に止める体制を整備する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、月１回の定例取締役会
を開催するほか、必要に応じて適宜臨時の取締役会を開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に
関わる重要事項については、事前に経営会議で議論し、その審議を経て執行決定を行う。

ｂ 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程等において、それ
ぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定め、これらの規程に従って執行する。

ｃ 執行役員制度の導入により、取締役会の機能を強化するとともに、業務執行を円滑に行う。
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⑤当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社と関係会社とは、法令及び社会規範を遵守した適切な取引を行う。
　「関係会社管理規程」に基づき子会社の管理体制を整備するとともに、必要に応じて当社の役員が子会社の
役員を兼務し、子会社の業務運営の状況を把握、改善を行う。
　監査室は、当社グループの業務の状況について、定期的に監査を行う。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及
び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査
業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取締役等の指揮命令を受けないものとする。

⑦当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関
する体制
ａ 取締役は、取締役会等において、担当する業務の執行状況を出席した監査役に報告する。
ｂ 上記aに関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、当社グループの取締役及び使用人に対して報告を求め
ることができる。

ｃ 取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与えるおそれのある事実、または取締役及び使用人の職務執行
に関して法令違反もしくは不正な行為を発見したときは、すみやかに監査役に報告する。

ｄ 子会社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人から上記ｃ記載の事項につき報告を受けた者
は、取締役又は監査役に対して報告をする。

ｅ 当社は、上記の報告を監査役に行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行わ
ない。

⑧監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ａ 当社は、監査役がその職務の執行につき、費用の前払等を請求したときは、請求にかかる費用または債務が
当該監査役の職務の執行に関係しないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

ｂ 監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意見・アドバイスを依
頼するなど必要な監査費用を認める。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役会は、経営陣と定期的に意見交換会を開催し、また監査室との連携を図り、適切な意思疎通及び効果
的な監査業務の遂行を図る。
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⑩財務報告の適正性を確保するための体制
　社長の指示の下、監査室及び経理財務部を主たる部門として、財務報告の適正性及び信頼性を確保するため
の体制を構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価し、必要に応じて改善を進める。
　また、取締役会は、財務報告に係る内部統制に関して適切に監督を行う。

⑪反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容
　当社及びその特別利害関係者、株主、取引先等は、反社会的勢力と一切の関係を遮断している。当社におけ
る方針・基準等については、「経営理念」「企業行動憲章」「具体的行動に際しての指針」において定めてお
り、主要な社内会議等の機会をとらえて繰り返しその内容の周知徹底を図っている。
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（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①職務執行の効率性及び適正性の向上
　当社の取締役会は、取締役８名（うち社外取締役３名）で構成されており、その取締役会には監査役も出席
しており、審議・決議の適法性及び健全性は担保されております。取締役は、取締役会を12回開催し、当社の
経営方針及び経営戦略に係る事項をはじめ、各事業部門の業務執行状況の妥当性の確認、各種社内規程の改訂
等、重要事項の審議・決議を行いました。

②監査役の監査が実効的に行われることの確保
　当社の監査役会は、監査役５名（うち社外監査役４名）で構成されております。監査役は、監査役会（当期
12回開催）のほか、代表取締役及び会計監査人とそれぞれ定期的に会合を行い、コンプライアンスや内部統制
の運用状況について確認したほか、社外取締役とも定期的に会合を行い、監査上の重要課題等について意見を
交換し、非業務執行役員間での情報交換と認識共有を図りました。また、常勤監査役は経営会議等の重要な会
議に出席して情報収集を行い、経営監視機能の強化を図っております。

③内部監査体制
　監査室は、監査計画に基づき、内部監査を実施しました。また、当社の全部門について内部監査を実施し、
結果を社長及び監査役に報告しました。監査の結果、業務の適正性に重要な影響を与えるリスクはありません
でした。

④財務報告に係る内部統制
　監査室は、財務報告に係る内部統制が適正に運用されているか、重要な不備がないかについてモニタリング
を行いました。また、監査室、経理財務部及び内部統制管理チームは、内部統制が有効かつ継続的に機能する
よう連携し、必要な是正・改善を進めております。

⑤グループ管理体制
　当社執行役員１名が、子会社の代表取締役を兼職しており、子会社の業務執行を行うとともに、当社の定例
の経営会議において、業務執行状況を報告しました。また、当社取締役３名及び執行役員１名は、子会社の取
締役を兼職しており、子会社の取締役会に出席しております。
　監査体制においては、当社の常勤監査役が、子会社の監査役を兼職しており、監査計画に基づき、子会社の
コンプライアンスや内部統制の整備状況について、確認を行いました。また、当社の監査室は、子会社の内部
監査部門と連携し、監査計画に基づき業務監査を行い、結果を社長及び常勤監査役に報告しました。
　なお、当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社の業務執行について、重要度に応じて当社の取締役会に
おける承認を受ける体制を整備しております。
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( 2021年 4 月 1 日から )2022年 3 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 2,160 3,067 24,437 △1,376 28,288

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △783 △783
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,769 2,769

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 2 2
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,986 2 1,988

当 期 末 残 高 2,160 3,067 26,423 △1,373 30,277

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 810 44 △42 812 29,100

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △783
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,769

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 2
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 32 66 △37 61 61

当 期 変 動 額 合 計 32 66 △37 61 2,050

当 期 末 残 高 842 110 △79 873 31,150

連結株主資本等変動計算書

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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①連結子会社の数 １社
②連結子会社の名称 カタギ食品株式会社
③連結の範囲の変更 該当事項はありません。
④非連結子会社の名称 該当事項はありません。

・市場価格のない株式等
以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

・デリバティブ 時価法を採用しております。

・商品・原材料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定)を採用しております。

・製品・仕掛品 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定)を採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定)を採用しております。

①有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
機械及び装置 ２～10年

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結の範囲に関する事項

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　（３）資産の評価基準及び評価方法
　　　①有価証券
　　　　その他有価証券

　　　②デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　　③棚卸資産の評価基準及び評価方法

　（４）固定資産の減価償却の方法
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・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。
③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上してお
ります。

③役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上
しております。

④役員株式給付引当金
・株式給付引当金

株式給付信託による当社株式の交付に備えるため、役員株式給付規程に基づ
き、支給対象者に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上
しております。

①退職給付見込額の期間
帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び
過去勤務費用の費用処理
方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における
簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用
しております。

②無形固定資産

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

　（６）引当金の計上基準

（７）退職給付に係る会計処理の方法
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①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約の振当処理の要件を満
たすものについては振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建債権債務

③ヘッジ方針 為替予約取引は、円貨による支払額を確定させることが目的であり、投機目
的の取引は行わない方針です。

④ヘッジ有効性評価の方法 振当処理による為替予約については、有効性の評価を省略しております。

（８）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収
益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2020年３月31日）を適用して
おり、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると
見込まれる金額で収益を認識しております。ただし、商品又は製品の国内における販売を前提として、商
品又は製品の出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場
合には、出荷時に収益を認識しております。

（９）重要なヘッジ会計の方法

２．会計方針の変更に関する注記
（１）収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これに
より、販売促進費のうち、取引価額の減額として顧客に支払われる対価については、収益認識会計基準第
63項及び第145項に従って、収益の減額として会計処理しております。

（２）時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。また、「７．金融商
品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項等の注記を行うことと
いたしました。なお、当会計基準適用による計算書類に与える影響はありません。
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３．会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産　316百万円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っておりま
す。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生し
た課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資
産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４．追加情報
（１）株式給付信託（BBT）制度

　当社は、2018年６月26日開催の第61回定時株主総会決議に基づき、当社取締役（社外取締役を除きま
す。）を対象とする株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」
といいます。）を導入しております。また、2021年４月23日開催の取締役会決議に基づき、2021年６月22
日より当社執行役員を本制度の対象として追加しております。

①　取引の概要
　当社は、取締役及び執行役員（以下、「取締役等」といいます。）の報酬と当社の株式価値との連動性をよ
り明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、本制度を導
入しております。
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本
信託」といいます。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社
株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて
給付される株式報酬制度です。
　なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。
　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実
務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

②　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（附随費用の金額を除きます。）により、純資産の部に
自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は81百万円、株式数は
13,753株であります。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 14,911百万円

　　　　前受金 13百万円

（２）新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大について、今後の収束時期や影響の程度を予測することは困難な状
況にありますが、ごま油・食品ごま市場においては、大きな流れとして外食産業向けが落ち込む代わりに内
食向けが伸びる傾向にあり、当社はグループ全体として家庭用・業務用に偏らない事業展開をしているた
め、影響は軽微と考えております。
　以上のことから、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等にかかる会計上の見積りについては、現
時点において、新型コロナウイルス感染症問題による重要な影響はないものと仮定して算定しております。
ただし、新型コロナウイルス感染症問題の影響が長期化した場合には、将来の財政状態及び経営成績に重要
な影響を及ぼす可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記

（２）流動負債のその他に含まれる契約負債
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株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 9,400千株 － － 9,400千株

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 199千株 0千株 0千株 199千株

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2021年6月22日
定時株主総会 普通株式 783百万円 85円 2021年3月31日 2021年6月23日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2022年6月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,013百万円 110円 2022年3月31日 2022年6月28日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 自己株式の増加は、単元未満株式の買い取り0千株による増加であります。
２. 自己株式の減少は、役員株式給付信託（BBT）からの給付0千株による減少であります。
３. 自己株式の株式数については、当連結会計年度末において株式会社日本カストディ銀行（信託E

口）（以下「信託E口」といいます。）が所有する当社株式13千株が含まれております。

（３）剰余金の配当に関する事項
　　①配当金支払額等

（注）配当金の総額783百万円については、信託Ｅ口が所有する当社株式に係る配当金1百万円が含まれてお
ります。

　　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（注）配当金の総額1,013百万円については、信託Ｅ口が所有する当社株式に係る配当金1百万円が含まれて
おります。
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７．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に営業活動による現金収入により確保し
ております。また、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しており、短期的な資金不足が生
じる場合には銀行借入により運転資金を調達しております。デリバティブ取引は、将来の為替・金利の
変動によるリスク回避を目的として利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当社は、当該リスク
に関して、与信管理部署である販売推進部において、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも
に、主な取引先の信用状況を年度ごとに把握する体制をとっております。連結子会社も同様の管理を行
っております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。当社グループでは、当該リスクに関して、管理部門において定期的に時価や発行体の財務状況を把
握する体制をとっております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。
　なお、営業債務などの流動負債はその決済時において流動性リスクに晒されますが、当社グループで
は月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為
替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効
性評価の方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する
注記等（９）重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
　デリバティブ取引については、取引の契約先を信用度の高い商社及び銀行に限っているため、相手先
の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。当社の為替予約取引の執行・管理につ
いては、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、外貨建輸出入取引実行時に海外営業部
が行っており、取引の都度、経理財務部に報告をしております。連結子会社については、為替予約取引
締結を取締役会の決議事項としており、執行・管理については、主として管理部門が行います。また、
その取引結果については、全て連結子会社の取締役会及び当社の管理本部に対する報告事項となってお
ります。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
格が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価格が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券 1,987 1,987 －

　資産計 1,987 1,987 －

デリバティブ取引（*） 159 159 －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 11

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金 6,147 － － －

売掛金 7,341 － － －

合計 13,489 － － －

（２）金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）１を参照くださ
い。）。また、「現金及び預金」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「未払金」については、短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

（*）　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については（　）で示しております。

（注）１．市場価格のない株式等

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。

（注）２．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
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区分 時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 1,987 － － 1,987

資産計 1,987 － － 1,987

デリバティブ取引（*）

　通貨関連 － 159 － 159

デリバティブ取引計 － 159 － 159

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については（　）で示しております。
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報告セグメント その他
（注） 合計

ごま油 食品ごま 計

顧客との契約から生じる
収益 24,516 7,553 32,069 116 32,185

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 24,516 7,553 32,069 116 32,185

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　該当事項はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　活発な市場における相場価格を用いて上場株式を評価しており、レベル１の時価に分類してお
ります。
デリバティブ取引
　店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引先金融機関から提示された価格
等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他」の区分には「仕入商品販売」を含んでおります。

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループにおける主な顧客との契約から生じる収益の内容は以下のとおりであります。
　国内の商品又は製品の販売における収益については、商品又は製品の出荷時から当該商品又は製品の
支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。ま
た、輸出による商品又は製品の販売における収益については、当該取引の条件がＦＯＢ（本船渡し条
件）であり、船積みの際に履行義務を充足し、当該商品又は製品の支配が顧客に移転することから、船
積み時点で収益を認識しております。当社グループの収益の認識に関しては、全て一時点で行ってお
り、履行義務の充足の進捗に応じて、一定の期間にわたり収益を認識すべき取引はありません。
　なお、支払い条件は一般的な条件であり、通常、短期のうちに支払期限が到来し、契約に重大な金融
要素は含まれておりません。
　また、変動対価については、顧客に対して支払う条件値引きやリベート等の額を収益の減額として処
理しております。なお、条件値引きについては、過去実績に基づき、決算月の売上高に対応した見積り
を行っており、請求書が到着し確定額が判明した時点で確定額に洗い替える方法を採用しております。
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　　　契約資産 －百万円
　　　契約負債 13百万円

（１） １株当たり純資産額 3,385円66銭
（２） １株当たり当期純利益 301円00銭

（３）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
①当連結会計年度末時点における契約資産及び契約負債の残高

②当連結会計年度末時点における残存の履行義務に配分した取引価格の総額及び残存の履行義務について
収益が見込まれる期間
　当社グループの取引において、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約はないため、実
務上の便法を適用し、注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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( 2021年 4 月 1 日から )2022年 3 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,160 3,082 △15 3,067 250 305 11,640 11,952 24,148 △1,376 27,998

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 300 △300 － －

剰 余 金 の 配 当 △783 △783 △783

当 期 純 利 益 2,545 2,545 2,545

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 2 2
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 300 1,462 1,762 2 1,765

当 期 末 残 高 2,160 3,082 △15 3,067 250 305 11,940 13,414 25,910 △1,373 29,763

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 810 44 855 28,853

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 －

剰 余 金 の 配 当 △783

当 期 純 利 益 2,545

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 2
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 0 66 67 67

当 期 変 動 額 合 計 0 66 67 1,832

当 期 末 残 高 811 110 922 30,686

株主資本等変動計算書

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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・市場価格のない株式等
以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しておりま
す。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

①有形固定資産 定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
機械及び装置 ２～10年

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

その他有価証券

②デリバティブ等の評価基準及び評価方法
・デリバティブ 時価法を採用しております。

③棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品・原材料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定)を採用しております。
・製品・仕掛品 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)を採用しております。
・貯蔵品 最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定)を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

②無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。
・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。

（３）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
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④役員株式給付引当金
・株式給付引当金

株式給付信託による当社株式の交付に備えるため、役員株式給付規
程に基づき、支給対象者に割り当てられたポイントに応じた株式の
支給見込額を計上しております。

（４）引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計
上しております。

③役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基
づき計上しております。

⑤退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（15年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（５）重要な収益及び費用の計上基準
　当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益
認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2020年３月31日）を適用し
ており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け
取ると見込まれる金額で収益を認識しております。ただし、商品又は製品の国内における販売を前提
として、商品又は製品の出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常
の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

（６）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約の振当処理の

要件を満たすものについては振当処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 … 為替予約取引

ヘッジ対象 … 外貨建債権債務
③ヘッジ方針 為替予約取引は、円貨による支払額を確定させることが目的であ

り、投機目的の取引は行わない方針です。
④ヘッジ有効性評価の方法 振当処理による為替予約については、有効性の評価を省略しており

ます。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 13,780百万円

①短期金銭債権 4,124百万円
②長期金銭債権 1,080百万円
③短期金銭債務 852百万円

（３）取締役に対する長期金銭債務 18百万円

２．会計方針の変更に関する注記
　（１）収益認識に関する会計基準等の適用

　連結注記表「２．会計方針の変更に関する注記（１）収益認識に関する会計基準等の適用」と同一の内容
のため、記載を省略しております。

　（２）時価の算定に関する会計基準等の適用
　連結注記表「２．会計方針の変更に関する注記（２）時価の算定に関する会計基準等の適用」と同一の内
容のため、記載を省略しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
　（１）当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産　272百万円

　（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　（１）の金額の算出方法は、連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記　繰延税金資

産の回収可能性」の内容と同一であります。

４．表示方法の変更に関する注記
　損益計算書

　前事業年度において、区分掲記しておりました「システム利用料」は、金額が僅少となったため、当事業年
度においては「雑収入」に含めて表示しております。

５．追加情報
　（１）株式給付信託（BBT）制度

　連結注記表「４．追加情報　（１）株式給付信託（BBT）制度」に記載しているため、記載を省略してお
ります。

　（２）新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて
　連結注記表「４．追加情報　（２）新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについ
て」に記載しているため、記載を省略しております。

６．貸借対照表に関する注記

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
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関係会社との取引高
　営業取引による取引高

　売上高 1,112百万円
　売上原価 5,998百万円
　販売費及び一般管理費 246百万円

　営業取引以外の取引による取引高
　営業外収益 19百万円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普通株式 199千株 0千株 0千株 199千株

７．損益計算書に関する注記

８．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 自己株式の増加は、単元未満株式の買い取り0千株による増加であります。
２. 自己株式の減少は、役員株式給付信託（BBT）からの給付0千株による減少であります。
３. 自己株式の株式数については、当事業年度末において株式会社日本カストディ銀行（信託E口）

が所有する当社株式13千株が含まれております。
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（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2022年3月31日現在
繰延税金資産

賞与引当金 168百万円
未払金 79百万円
未払事業税 44百万円
未払費用 24百万円
福利厚生費 1百万円
広告宣伝費否認 2百万円
減価償却費損金算入限度超過 1百万円
手数料否認 0百万円
退職給付引当金 476百万円
役員株式給付引当金 8百万円
株式給付引当金 2百万円
資産除去債務 51百万円
長期未払金 5百万円
繰延資産 1百万円
貸倒引当金 22百万円
投資有価証券 0百万円
会員権 4百万円

繰延税金資産小計 893百万円
評価性引当額 △36百万円
繰延税金資産合計 857百万円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △134百万円
有形固定資産 △36百万円
株式売却益 △6百万円
繰延ヘッジ損益 △48百万円
その他有価証券評価差額金 △358百万円

繰延税金負債合計 △584百万円
繰延税金資産の純額 272百万円

９．税効果会計に関する注記
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2022年3月31日現在

法定実効税率 30.62％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.55％
住民税均等割 0.47％
法人税特別控除額 △1.41％
その他 △0.67％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.56％

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳
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属性 会社等
の名称 資本金 事業の

内　容

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内容 取引

金額 科 目 期　末
残　高役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社
（当該そ
の他の関
係会社の
親会社を
含む）

三菱商事㈱ 百万円
204,446 総合商社

(被所有)
直接

26.89％
－

製品の主要販売
代理店でありま
す。

営業取引
販売代理店
手 数 料
（注2・3）

百万円
70

売掛金
（注3）

百万円
1,160

三井物産㈱ 百万円
342,383 総合商社

(被所有)
直接

21.92％
－

原材料の主要仕入
先(39.1％)であり
製品の主要販売代
理店であります。

営業取引

販売代理店
手 数 料
（注2・3）

百万円
166

売掛金
（注3）

百万円
2,662

原材料等の仕入
（ 注 2 ）

百万円
5,923 買掛金 百万円

845
その他の
関係会社
の子会社

㈱MCアグリ
アライアンス

百万円
300

食品原料の
輸入・販売 － －

原材料の主要仕
入先(29.4％)で
あります。

営業取引 原材料の仕入
（ 注 2 ）

百万円
4,455 買掛金 百万円

443

主要株主 小澤物産㈱ 百万円
50

流 体 搬 送 機
器・貯蔵用機
器等の販売

(被所有)
直接

11.54％
役員1名 機器の購入他

役員の兼任 営業取引 機器の購入
（ 注 2 ）

百万円
0 未払金 百万円

－

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社

小澤商事㈱ 百万円
1 物流事業

(被所有)
直接

4.64％
役員1名

製品 の 保管
荷役及 び 運
送委託他
役員の兼任

営業取引 支払運賃他
（ 注 2 ）

百万円
430 未払金 百万円

47

子会社 カタギ食品㈱ 百万円
30

家庭用食品
ごま、加工
ご ま の 製
造・販売

(所有)
直接

100％
役員4名

製品の生産委託
及び事業資金の
貸付
役員の兼任

営業取引 製 品 の
生 産 委 託

百万円
75

買掛金 百万円
0

未払金 百万円
5

営業取引
以外の取引

事業資金の
貸付（注1）

百万円
－

長期貸付金 百万円
1,080

短期貸付金 百万円
80

基幹システム
利用料の受取

百万円
10 － 百万円

－

10．関連当事者との取引に関する注記
役員及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）資金の貸付及び資金の借入は当社の規定に基づき、市場金利等を勘定し協議の上決定しております。
（注2）製品の販売及び原材料の購入等についての価格その他の取引条件は、他の取引先と同様の条件でありま

す。
（注3）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等の適用により、主な製品の販

売における取引において、三菱商事㈱及び三井物産㈱は当社にとっての顧客ではなく、代理人に該当する
との判断から、取引内容については販売代理店手数料を記載し、期末残高については販売代理店手数料を
除く顧客との取引から生じる債権の残高を記載しております。
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⑴　１株当たり純資産額 3,335円15銭
⑵　１株当たり当期純利益 276円67銭

11．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　８．収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

12．１株当たり情報に関する注記

13．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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